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土木分野への木材利用の推進に向けて，京都府における木製治山ダム建設を対象に，拡張産業連関表の
開発と適用によって地域経済波及効果を評価した．その結果，木製治山ダム建設は京都府内の木材関連産
業への経済波及効果が大きいことが示され，総合効果の生産誘発額の波及効果倍率は一般的な公共事業よ
り高い 倍となった．また，秋田県で建設された木製治山ダムの経済波及効果と比較した結果，間接効
果では秋田県よりも京都府の方が木材・木製品部門の割合が大きくなったが，波及効果が生じる部門には
大きな違いがないことが分かった．一方，二次波及効果の比較では，家計消費活動の違いが地域差に現れ
た．木製治山ダム建設は地域を問わず木材関連産業への波及効果が大きく，地域経済を活性化させる可能
性が示された．

はじめに

近年，土木分野では山村地域の経済的活性化，環境負
荷低減効果などの観点から木材利用が促進されている ．
林野庁は「森林・林業基本計画」で国産材の供給量およ
び利用量の目標として， 年までに年間 万

年までに年間 万 を目指す計画を立ててい
る ．また，土木における木材の利用拡大に関する横断
的研究会では，将来的に土木用材需要は年間 万
まで増加すると推計されている ．このような中，土木
構造物も対象となる「公共建築物等における木材の利用
の促進に関する法律」（ 年施行）に基づく都道府県
方針において，秋田県 や京都府 などの各都道府県で
は，その地域で生産された地域材を利用することによる
地域経済の活性化が期待されている．そのため，都道府
県レベルで土木分野での木材利用における地域経済波及
効果の定量的な知見が求められている．
経済波及効果を評価する代表的な方法として，産業連

関表を用いた推計がある．しかし，既存の産業連関表で
は土木分野での木材利用に関連する産業部門が独立して
存在しないため，実際に生産活動が行われていない産業
に波及効果が現れてしまい，土木分野での木材利用によ
る経済波及効果を定量的に評価することができない．こ
のように既存の産業連関表では部門が独立して存在して
いない産業における経済波及効果を俯瞰的に評価する方
法として，既存の産業連関表に適切な産業部門を新設し
た拡張産業連関表（以下，拡張表）がある．拡張表の開
発は，自給可能な木質燃料の利用による地域経済への好
影響を定量的に示すこと や，再生可能エネルギーによ
る各発電技術の雇用特徴を示すこと などが可能であり，
様々な分野で重要視されている．しかし，土木分野での
木材利用に関わる拡張表の開発研究は，まだ緒に就いた
ばかりである．著者らは，木製土木構造物の中で木製治
山ダム（以下，木ダム）に着目し，秋田県における木ダ
ム建設を対象に，既存の産業連関表に木ダム建設部門を
新設した拡張表の開発によって地域経済波及効果を明ら
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かにしてきた ．これにより，木ダム建設の地域経済波
及効果を俯瞰的に評価することができたが，このような
知見はまだ秋田県の 地域に限定されており，様々な地
域における知見の蓄積が必要である．また，地域によっ
て経済波及効果の大きさや，各産業への生産誘発の構造
が異なる可能性があり，これらを検証することも重要で
ある．
 そこで本研究では，秋田県以外の地域で土木分野に積
極的に地域材を利用している京都府 の木ダム建設を
対象とし，その地域経済波及効果を定量的に評価した上
で，秋田県における既往研究 との比較を行うことを目
的とした． 年の林業産出額 は，秋田県が 千
万円で全国 位の産出額に対し，京都府は 千万円で
全国 位であり， 年産業連関表の府県内生産額に
林業部門生産額の占める割合 は秋田県が 京都
府が 木材・木製品部門生産額の占める割合は秋
田県が 京都府が と林業・木材関連の産業構
造が異なる特徴を持っている．産業構造の異なる 地域
における経済波及効果の共通点や相違点を明らかにでき
れば，その他の地域にも共通する普遍性の高い知見や各
地域の産業構造の違いに依存する特徴を提示できると考
えられる．さらに，これらの知見は，今後様々な地域に
おける土木分野への木材利用による経済波及効果を解明
していく際，効率的なデータ収集・調査・分析作業へも
貢献する有用な知見になると考える．

 評価方法

 対象構造物
 本研究では既往論文 と同様に木ダムを対象とし，

年度に京都府京丹後市および京丹波町に建設され

た 基の木ダムを選定した． 基を選定した理由は，同
年度に建設が予定されており，複数地域にてデータを収
集し，京都府としてのより平均的な地域経済波及効果を
評価するためである．京丹後市木ダムは，構造型式は縦
木（控木）と横木を交互に井桁状に組み合わせ，その枠
中に栗石材などの中詰材を充填した台形型 で，規模は
堤長 有効高さ 堤体積 木材使用
量 である．京丹波町木ダムは，型式は木材を流水
方向と平行に敷き並べてその内部に栗石材などの中詰材
を充填した構造であるラムダ型 で，規模は堤長
有効高さ 堤体積 木材使用量 で
ある（図 ）．対象とした木ダムの堤体に使用されている
木材はすべて京都府産の杉材を使用しており，材料とな
る原木の伐採，製材所への運搬，製材所での原木の製品
への加工は全て京都府内で行ったものを使用している．

経済波及効果の評価範囲
 経済波及効果は生産誘発額，粗付加価値誘発額，雇用
者所得誘発額について評価することとし，評価範囲はそ
れぞれ一次波及効果（直接効果，間接効果），二次波及効
果，総合効果とした．なお，生産誘発額とはある産業に
生じた最終需要を賄うために，それぞれの産業で誘発さ
れる生産額を示し，粗付加価値誘発額とは生産誘発額の
うち，生産活動によって新たに生み出された価値がどれ
だけ誘発されたかを，雇用者所得誘発額とは粗付加価値
誘発額のうち，雇用者に対して支払われた現金，現物の
所得がどれだけ誘発されたかを示す ．直接効果とは最
終需要によって生じた生産額の増加分を，間接効果とは
直接効果によって誘発された生産額を，二次波及効果と
は直接効果及び間接効果によって発生した雇用者所得が
新たに消費されて誘発される生産額を，総合効果とは一
次波及効果と二次波及効果を合わせたものをそれぞれ示
している ．

新設部門
拡張表は，対象とした京都府の最新の産業連関表であ
る「平成 年京都府産業連関表（ 部門分類） 」（以
下，京都表）を用いて作成した．木ダム建設は京都表に
おける公共事業部門に属する．しかし，既存の産業連関
表の公共事業部門では木材を使用していても木材関連産
業へ生産が誘発される産業構造になっていないため，木
製土木構造物建設など主材に木材を使用する公共事業の
経済波及効果を正確に把握することは困難である．その
ため，本研究では木ダム建設の地域経済波及効果を俯瞰
的に評価するため木ダム建設部門を新設した．

建設収支データ
部門の新設には土木構造物建設における建設費および

図 京丹波町に建設された木製治山ダム
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材料費，人件費などの詳細な収支データが必要となるた
め，評価対象とした木ダムを建設した京都府の建設業者
社から収支データを収集した．京丹後市木ダム建設の
収支データの使用材料と各種費目を表 に，京丹波町木
ダム建設の収支データの使用材料と各種費目を表 に
示した．費用構成比は，京丹後市木ダムでは「材料（木
材）」が約 「材料（砕石，栗石）」が約 「賃借
料（機械など）」が約 「人件費」が約 「減価
償却費」が約 残りの費用が約 となっており，
京丹波町木ダムでは「材料（木材）」が約 「材料（そ
の他）」が約 「賃借料（機械など）」が約 「人
件費」が約 残りの費用が約 となっている．

取引基本表の作成
京都表の公共事業部門から木ダム建設部門を新設した
ため，公共事業部門から木ダム建設の投入額，産出額を
除く必要がある．しかし，対象とした木ダムは 年度
に建設されており， 年に公表された京都表の公共事
業部門にはその生産活動が含まれていない．そのため，
本研究では木ダム建設部門を新設する際，既存の公共事
業部門から投入額・産出額の控除は行わなかった．なお，
既往研究 においても同様の方法が採用されている
ため，それを踏襲した．前述の収支データの使用材料と
各種費目を総務省産業連関表部門分類表 を用いて，対
応部門に割り当てた（表 表 ）．ただし，表 の「電
動工具，資材購入」は小売業からの購入のため，商業部
門に割り当てた．支出データは，商業・運輸マージンを

含む購入者価格であるため，国土交通省「対生産者価格
運賃・商業マージン率総括表 」を用いて商業・運輸マ
ージンを剥ぎ取り生産者価格を求めた．剥ぎ取りを行っ
た商業・運輸マージンは，それぞれ商業部門，運輸部門
の対応した部門へ割り振りを行った．本研究で得られた
基の建設収支データの投入・産出額の構成は，項目数
の違いはあるが，構成自体は類似したものであったため，
京都府内での木ダム建設について，より平均的な地域経
済波及効果を評価するため， 基の木ダム建設収支デー
タを合計し，木ダム建設部門に反映させた．
前述の通り，拡張表は，「平成 年京都府産業連関表
（ 部門分類） 」を元に作成した．京都表の基本分類
は 行× 列の正方化された表である．この表に木ダ
ム建設部門を新設することで， 行× 列の拡張表を
作成した．一方，既往研究 は「平成 年秋田県産業連

表 京丹波町木ダムの使用材料と各種費目の
産業部門への割り当て

表 京丹後市木ダムの使用材料と各種費目の
産業部門への割り当て

中間投入 粗付加価値
材料（木材） 木材・木製品

材料（金具） 建設・
建築用金属製品

材料（遮水シート） ゴム製品
グリーンバッグ 耕種農業

サムマット 繊維工業製品

ロンケットネット 耕種農業
運賃 自家輸送
リース機 物品賃貸サービス
伐採外注 林業

労務派遣 その他の
対事業所サービス

栗石材 非金属鉱物
機械等運搬 道路貨物輸送
木製フトンカゴ 木材・木製品

堤名板 建設・
建築用金属製品

灯油・軽油 石油・石炭製品
砂材 非金属鉱物
再生砕石材（砕石） 非金属鉱物

溶接 建設・
建築用金属製品

電動工具，資材購入
（小売業から購入）

商業

消費税 間接税
人件費 雇用者所得

収支データの項目
産業部門

中間投入 粗付加価値
材料（木材） 木材・木製品

材料（砕石） 非金属鉱物

材料（栗石） 非金属鉱物
車両燃料費 石油・石炭製品
賃借料
（機械，リフトなど）

物品賃貸サービス

通信運搬費 通信
旅費交通費 家計外消費支出
消費税 間接税
給与手当 雇用者所得

法定福利費 家計外消費支出

減価償却費 資本減耗引当

収支データの項目
産業部門
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関表（ 部門分類） 」を元にして作成している．京都
府と比較すると部門数が異なるが，異なる部門は「たば
こ」「化学肥料」「その他の自動車」部門と木ダム建設の
生産活動には関係がない部門であるため，京都表の部門
の統合・分割は行わなかった．既往研究では 行×
列の取引基本表に木ダム建設部門を新設し， 行×
列の拡張表を作成している．

投入係数表の作成
投入係数は，ある産業が 単位の生産活動をした場合
に必要な原材料などの単位（生産の原単位）を示してお
り， 式により求めた ．

ただし，は行部門番号，は列部門番号， は列部門が，
生産物を 単位生産するために必要な行部門からの投
入額（投入係数）， は列部門が行部門から投入した額，
は列部門の府内生産額を表している．木ダム建設部門
を新設した取引基本表を基に，投入係数を算定し，投入
係数表（ ）を作成した．

逆行列係数表の作成
 逆行列係数とは，ある部門に対して 単位の最終需要

が発生した場合，当該部門の生産に必要とされる中間財
の需要を通して，各部門に対し，直接又は間接に誘発さ
れる生産額の究極的な大きさを示すものである ．本研
究では府外からの移輸入に伴って府外にも経済波及効果
の一部が流出することを反映した開放経済型逆行列係数
（ ）を用いることとし， 式に示した．

ただし， は単位行列， は移輸入係数行列， は投入係
数表（投入係数行列）を表している．  
移輸入係数とは，京都表の各部門について，移輸入額
を府内需要合計額で除したものであり， は移輸入係数
の対角行列である． 

自給率の決定
 本研究で対象とした木ダム建設における原木の伐採や
木材の仕入れ，加工はすべて京都府内で行われているた
め，これらの産業部門に該当する木材・木製品部門，林
業部門の府内自給率を とし，これらの部門の移輸
入係数を と設定した．

経済波及効果の評価
経済波及効果の評価手順を図 に示した．対象とした
木ダムの建設費を府内最終需要増加額とし，経済波及効
果をそれぞれ評価した．ただし，対象とした工事は京都
府内の業者によるものであるため，府内最終需要増加額
の府外への流出はないものとした．
粗付加価値率は，拡張表の各産業部門における粗付加
価値額をその部門の府内生産額でそれぞれ除して求め，
雇用者所得率は各部門における雇用者所得額を府内生産
額でそれぞれ除して求めた．消費転換係数とは，雇用者
所得額のうち，家計消費に回る割合を表す．本研究では，
対象木ダムが建設された 年の家計調査年報におけ
る数値を引用することとし，「都市階級・地方・都道府県
庁所在市別 世帯当たり か月間の収入と支出（総世帯
のうち勤労者世帯）（京都市分）」における消費支出
（ 円） を実収入額（ 円） で除すること
により求めた を用いた．民間消費支出の構成比は
京都表民間消費支出の各部門の額を民間消費支出合計額
で除することにより求めた．

 結果と考察

京都府木ダム建設による地域経済波及効果
京都府木ダム建設における経済波及効果の評価結果を
表 に示した．府内最終需要増加額（建設費） 千

図 経済波及効果の評価手順

府内最終需要増加額
×投入係数（ ）

中間投入（原材料等）

×粗付加価値率

×府内自給率 ）

府内需要増加額
×逆行列係数

生産誘発額
×粗付加価値率

雇用者所得誘発額(直接＋間接)
×消費転換係数

民間消費支出増加額
×民間消費支出の構成比
×府内自給率

府内需要増加額
×逆行列係数

生産誘発額

直接効果

間接効果

二次波及効果

粗付加価値誘発額
雇用者所得誘発額

×雇用者所得率

粗付加価値誘発額
雇用者所得誘発額

×雇用者所得率

×粗付加価値率

粗付加価値誘発額
雇用者所得誘発額

×雇用者所得率
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円に対して，総合効果の生産誘発額は 千円，総合
効果の粗付加価値誘発額は 千円，総合効果の雇用
者所得誘発額は 千円となり，波及効果倍率（直接
効果の生産誘発額に対する総合効果の生産誘発額の倍率）
は 倍となった．既往論文 を参考に，京都府木ダム
建設と同額の 千円で公共事業を行ったと仮定し
て，京都表を用いて一般的な公共事業の経済波及効果を
評価した結果，波及効果倍率は 倍となった．木ダム
建設の波及効果倍率は一般的な公共事業よりも大きく，
木ダム建設は府内の経済を活性化させる可能性が示され
た．この結果は，既往論文 と同様である．木ダム建設
に用いた鋼材や砕石などの材料の購入にあてられた費用
は一部が府外へ流出している．しかし，木材は，京都府
内で原木の伐採，加工を行っているため，その購入に当
てられた費用は府外へ流出していないが，一般的な公共
事業における資材の購入に当てられた費用は府外へ流出
していることが影響したと考えられる．
間接効果，二次波及効果の生産誘発額が大きい上位
部門を表 に示した．間接効果において生産誘発額が大
きかった部門は順に，木材・木製品部門，商業部門，林
業部門，物品賃貸サービス部門，その他の対事業所サー
ビス部門となった．木材・木製品部門への波及効果は原
木の加工，加工材の仕入れなどによるものであり，商業
部門は各材料を仕入れるため小売り・卸売業に支払われ
る費用，林業部門は原木の伐採，木材・木製品部門への
原木の販売などの費用，物品賃貸サービス部門はバック
ホウなどのリース費用，その他の対事業所サービス部門
は建設に伴う環境測定分析や材料の非破壊検査などに係
る費用によるものと考えられる．木材・木製品部門が間
接効果の生産誘発額全体に占める割合は となり，林
業部門と合わせると，全体の を占めることから，木
材関連産業への波及効果が大きいことが示された．
二次波及効果では，住宅賃貸料（帰属家賃）部門，商
業部門，金融・保険部門，住宅賃貸料部門，教育部門へ
の波及効果が上位に表れた．住宅賃貸料（帰属家賃）部
門への波及効果は，持家で実際には家賃の受払を伴わな
いが，借家としてのサービスが生産，消費されたとみな
して，帰属計算した家賃の費用によるものであり，商業
部門は一般的な商店や百貨店などでの買い物による費用，
金融・保険部門は銀行や貸金業，生命保険，損害保険に
対する費用，住宅賃貸料部門はマンションやアパートを
借りるための費用，教育部門は幼稚園や大学などの教育
機関への費用によるものと考えられる．住宅賃料（帰属
家賃）部門は上述の通り仮設部門であり，実際に生産活
動が行われている産業部門ではない．そのため，当該部
門が二次波及効果で最も経済波及効果が高いことは必ず
しも地域経済に好影響をもたらしているとは断定できな
い．しかし，当該部門が上位に来ているということは，

住宅賃料部門のように賃貸マンション，アパートに住ん
でいる住民よりも，持ち家でこの地域に定住している住
民が多いということにもなる．そのため，一般的な消費
活動が継続して行われる可能性が高く，間接的に地域経
済に好影響を与えていると考えられる．

秋田県木ダム建設と京都府木ダム建設の地域経済波
及効果の比較

 前述の通り秋田県と京都府では林業・木材関連の産業
構造が異なると考えられる．そこで，両地域における経
済波及効果を比較するために，波及効果倍率の比較を表
に，間接効果の生産誘発額割合上位 部門の比較を表
に，二次波及効果の生産誘発額割合上位 部門の比較

を表 に示した．京都府木ダム建設と秋田県木ダム建設
では，構造物の規模や建設費が異なるため，直接の金額
で比較することができない．そこで，間接効果は直接効
果の生産誘発額に対する間接効果の生産誘発額の倍率，
二次波及効果は直接効果の生産誘発額に対する二次波及
効果の生産誘発額の倍率，総合効果は波及効果倍率で比
較した．

表 木ダム建設による京都府への経済波及効果

直接 
効果 

間接 
効果 

二次波
及効果 

総合 
効果 

生産誘発額 
（千円） 

粗付加価値誘発額
（千円） 

雇用者所得誘発額
（千円） 

表 京都府木ダム建設による生産誘発額（上位 部門）

間接効果 二次波及効果
部門 千円 部門 千円

木材・木製品
住宅賃貸料
（帰属家賃）

商業 商業
林業 金融・保険
物品賃貸
サービス

住宅賃貸料

その他の対事
業所サービス

教育
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 間接効果の比較
 直接効果の生産誘発額に対する間接効果の生産誘発額
の倍率は京都府木ダム建設が 倍，秋田県木ダム建設
が 倍になり，秋田県木ダム建設の方が大きくなった．
これは，直接効果の生産誘発額（建設費）に占める原材
料などへの投入費の割合が京都府木ダム建設の方が小さ
くなったことが影響していると考えられる．間接効果の
生産誘発額に木材・木製品部門が占める割合は京都府木
ダム建設が 秋田県木ダム建設が となり，京都
府木ダム建設では木材・木製品部門が生産誘発額の
以上を占めた．木材・木製品部門に生産誘発が集中した
理由として，木ダム建設における支出額に占める材料（木
材）費の地域差が影響した可能性が考えられる．支出額
に占める材料（木材）の費用構成比は，秋田県木ダムの
場合 に対して，京丹後市木ダムが 京丹波町
木ダムが といずれも秋田県木ダムより高くなった．
京都府木ダムの木材使用量は秋田県木ダムよりも少ない
が，製材購入単価が秋田県の約 倍と高いため，京都
府木ダム建設の支出額に材料（木材）費が占める割合が
高くなったと考えられる．なお，秋田県と京都府で製材
購入単価が異なった理由として，製材の原材料となる原
木調達費の地域差の他に，部材形状による加工費の違い

も影響した可能性がある．原木調達費は，地域によって
異なる森林資源の成熟度や原木の流通量に影響を受ける
ため，これらの地域差が結果として製材購入単価に影響
したと考えられる．一方，部材形状は，秋田県木ダムで
は角材の中でも比較的安価なバタ角が使用されていたが，
京都府木ダムでは丸棒太鼓材が使用されており，これら
の加工費の違いが製材購入単価に影響したと考えられる．
ただし，秋田県木ダムは 年度に，京丹後市，京丹波
町木ダムは 年度に建設されているため，それぞれ
当時の製材購入単価での比較となっている．
 間接効果の生産誘発額の上位 部門を比較すると，京
都府と秋田県で大きい波及効果が生じる部門は木材・木
製品部門，商業部門，林業部門，物品賃貸サービス部門
で共通している．建設に必要な材料やサービスは地域を
問わず共通していることが分かった．ただし，秋田県木
ダム建設では，道路輸送（自家輸送を除く。）部門が上位
に位置するのに対し，京都府木ダム建設では輸送関連部
門が上位に位置しなかった．これは，京都府の方が秋田
県より伐採現場や加工施設，建設現場の距離が近かった
ため，輸送に対する費用が抑えられ，結果的に輸送産業
の生産誘発が小さくなった可能性が考えられる．
 二次波及効果の比較
 直接効果の生産誘発額に対する二次波及効果の生産誘
発額の倍率は京都府木ダム建設が 倍，秋田県木ダム
建設が 倍となり，秋田県木ダム建設の方が大きくな
った．これは， 年の消費転換係数は京都府が
秋田県が となり，京都府よりも秋田県の方が所得
に対する家計消費の割合が高くなっていることや，直接
効果の粗付加価値誘発額に占める雇用者所得誘発額の割
合が京都府の に対し，秋田県は と高くなった
ことが影響した可能性がある．そのため，秋田県の方が
一般的な家計消費活動が活発になり，二次波及効果が大
きくなったと考えられる．
仮に京都府の消費転換係数が秋田県と同じ にな

表 秋田県と京都府の木ダム建設による波及効果倍率

直接 
効果 

間接 
効果 

二次波
及効果 

総合 
効果 

秋田県の 
波及効果倍率 
京都府の 
波及効果倍率 

表 秋田県と京都府の木ダム建設による間接効果の
生産誘発額割合（上位 部門）

秋田県間接効果 京都府間接効果
部門 部門

木材・木製品 木材・木製品
商業 商業
物品賃貸
サービス

林業

林業
物品賃貸
サービス

道路輸送
（自家輸送を
除く。）

その他の対事
業所サービス

表 秋田県と京都府の木ダム建設による二次波及効果の
生産誘発額割合（上位 部門）

秋田県二次波及効果 京都府二次波及効果
部門 部門

住宅賃料
（帰属家賃）

住宅賃料
（帰属家賃）

商業 商業
金融・保険 金融・保険
通信 住宅賃料
飲食サービス 教育

木材利用研究論文報告集18, 47-54, 2019. 12

52



った場合，直接効果の生産誘発額に対する二次波及効果
の生産誘発額の倍率は 倍になるが，秋田県の 倍
までは上昇しない．総合効果の波及効果倍率は 倍に
なり，府内の消費が活発になると地域経済へ好影響とな
ることが確認された．秋田県と同水準の 倍になるた
めには，京都府の消費転換係数は と所得のほとん
どを消費に使用しなければならない結果となった．その
ため，二次波及効果の大きさには，直接効果の雇用者所
得誘発額の影響が大きく関係していることが確認された．
京都府の木ダム建設は，消費転換係数が の場合，
総合効果の波及効果倍率は 倍となった．
 生産が誘発された部門には，京都府では住宅賃料部門
と教育部門が秋田県と違い上位に位置している．住宅賃
料部門が上位に位置したのは京都府には京都市などの人
口が集中する大都市があるため，賃貸マンションやアパ
ートに居住する住民の割合が高く，賃料も高いことが影
響している可能性がある．教育部門は，中学校，高等学
校，大学の数が京都府の方が多く，さらに私立学校の数
も秋田県より多いため ，それらの学費によるものが影
響したのではないかと推測される．二次波及効果では，
その地域特有の家計消費活動が波及効果に影響すること
が示唆された．
 総合効果の比較
 今回の事例では京都府の波及効果倍率は 倍，秋田
県の波及効果倍率は 倍となり一般的な公共事業より
も高く，どちらも木材関連産業への波及効果が大きいこ
とから，木ダム建設は地域内の木材関連産業の経済を活
性化させ，木材利用の促進に寄与する可能性が示された．

 まとめ

 京都府を対象に木ダム建設における詳細な収支データ
を収集し，既存の産業連関表に木ダム建設部門を新設す
ることによって木ダム建設の実態を反映させた拡張表を
開発し，地域経済波及効果を評価した．また，秋田県で
建設された木ダムとの地域経済波及効果の比較を行った．
以下に，主な結果をまとめた．
京都府の木ダム建設による経済波及効果は，建設費

千円に対し，生産誘発額の総合効果が
千円となった．波及効果倍率は 倍になり，京都
府の一般的な公共事業の波及効果倍率 倍よりも
大きくなった．
間接効果は，秋田県より京都府の方が小さくなった．
京都府の方が木材・木製品部門の占める割合が大き
くなったが，波及効果が生じる部門には大きな違い
が現れなかった．ただし，輸送産業への効果の違い
は，木材流通経路の違いが影響した可能性がある．

二次波及効果は，秋田県よりも京都府の方が小さく
なり，地域特有の家計消費活動の影響が示唆された．
京都府と秋田県のどちらの木ダム建設においても木
材・木製品や林業といった木材関連産業への経済波
及効果が大きく生じることが示された．

 本研究では対象地域を京都府，対象構造物を木ダムと
した．しかし，今後は木製土木構造物全体における経済
波及効果の解明が重要と考えられ，その検討に適用可能
な拡張表の開発に向けて，今後も継続して木ダムを含め
た木製土木構造物の建設収支データを収集していく必要
がある．また，これまでに秋田県と京都府を対象として
きたが，今後はより地域数を増やし，これまでに得られ
た知見がその他の地域でも同様に得られるのか解明する
必要がある．さらに，土木分野ではコンクリート製や鋼
製などの非木製土木構造物が主流であり，それら非木製
土木構造物建設との経済波及効果の比較を行うことで，
各構造物でどのような産業に生産が誘発されるのか把握
し，木製，非木製土木構造物の経済波及効果の違いを解
明していくことが重要である．
 また，木ダムは，コンクリート製と比べた場合のライ
フサイクルでの 排出削減効果 や水生生物の生息
を可能にする条件を備えている などの環境的機能を有
している．さらに，部材の強度調査 ，構造安定性能の
評価 など構造的機能の視点から研究・報告がされてい
る．今後は，地域経済波及効果だけでなく，このような
木ダムの多面的な機能を考慮した統合研究に繋げていく
ことも重要である．

謝辞：本研究を行うにあたり建設業者および京都府関係
各位に御協力いただきました．ここにお礼申し上げます．
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